
成形などの優秀な地場企業を、ハノ
イとホーチミン市で各5社選び、昨年
11月から計4回、経営・財務と生産現場
改善の両面から指導したものだ（弊誌7
月号「Topic気になる現場」参照）。
　JICAから派遣された経営と生産現
場の専門アドバイザーが、両都市の
ベトナムサプライヤーを訪問して、各
社のコンサルティングを行った。その
中で、以下のようなことが明らかにな
ったという。
　例えば、自社のパンフレットがない。
それ以前にパンフレットで強調すべき
自社の強みがわからない。見積もりが
うまく作れない。問合せにテンポよく
回答できない。名刺交換の後のコミ
ュニケーションが得意でなく、英語の
話せない人が多い、などだ。
「日本の製造業は中小企業であって
も、ベトナム語の通訳を介さず英語で
話したがる人も多い。技術的な専門
用語で話は通じるからです。また、試
作段階はよいが量産化で品質にばら
つきが出る、納期が守れないなどの指
摘もありました」
　対象となったのはすでに日本企業
や日系企業との取引き実績があり、
事業の拡大に意欲的な企業ばかり。
そうした企業ですら上記のような課
題があったのだから、他の企業は想
像がつくはずだ。

　ベトナムのサプライヤーを求める日
系企業は、今後増えると見込まれる。
上記の実態調査において、2017年の
ベトナムでの営業見通しを「黒字」と
する企業の割合は65.1％で、前年比
2 . 3 ％増 。中でも
E P E 型 製 造 業が
6 7 . 5 ％と 高く、
Non-EPE型が62.5
％、非製造業が63.4
％だった。
　一方、2018年の営
業利益を「改善見通
し」と回答した企業
は58.5％。国別では
中国、タイ、インドネシア、フィリピン、マレ
ーシアの中でトップだった。こちらは
Non-EPE型製造業のほうが63.8％と多
く、EPE型が58.4％、非製造業は61.5％。
　つまり、日系製造業の営業利益は
2017年はEPE型が好調だが、2018年
はNon-EPE型のほうが改善できると
答えており、楽観的な見方をすれば
両者ともに好調が期待される。
　これは別の数字にも表れており、今
後1～2年で事業を「拡大する」と答え
た企業は全体の69.5％と7割にも上る。
前回が66.6％なので2.9％のアップだ。

　また、「2017年度日本企業の海外
事業展開に関するアンケート調査」
では、「現在、海外に拠点があり、今後
さらに海外進出の拡大を図る」と答え
た企業のうち、その第1位は中国、第2
位には3年連続で増加したベトナムが
初めて入った。
「今やベトナムは世界的に重要な進
出拠点と言えます。ただ、事業として
は生産より販売が多く、内需向けの
販売やサービスが目的でしょう。特に
この5年で購買力がアップしたホーチ
ミン市やハノイに向けだと思います」
　優秀なサプライヤーを見分けるに
は、日系企業との取引実績を知るの
が一つの手と滝本氏。日本の商取引
や求めるクオリティを知っているから
だが、こうした企業は多くない。そこで、
JETROが無料で提供している「サプ
ライヤーリスト」も参考にしてほしいと
いう。
　例えば、「ベトナム南部日系・外資
サプライヤーリスト」（2018年3月）の
巻末には加工対応表があり、掲載企
業のできる加工が一覧表になってい
る。やはり難しいのは熱処理、表面処

理、塗装、鋳造などの大型の設備投
資が必要な業種であり、これらの分
野をベトナム企業で探す方法もある
という。
「ベトナムのサプライヤーも最近は最
新の設備や機械を導入していますが、
使う人のマネジメントが課題。今般の
JICA事業で見られたようなベトナム
企業の問題もあります。ただ、モノづく
りに熱中できる人は確実にいますの
で、今後に期待大です」

　ベトナムでは製造業の現地調達率
が低いとされるが、実際はどうだろう
か。
　JETRO（日本貿易振興機構）の「2017
年度アジア・オセアニア進出日系企業
実態調査」から見てみよう。まず、製造
業で重要となるコストに占める材料
費の割合は57.2％。他国と比較する
とタイ55.6％、中国59.8％、マレーシ
ア63.3％、フィリピン56.4％、インドネ
シア61.2％だ。
「アジア各国は6割前後とほぼ変わり
ません。競争力を高めるためには現地
調達率を上げていくことが重要にな
ります」

　その現地調達率（現調率）は33.2
％。中国は67.3％、タイは56.8％と高
く、インドネシア45 . 2％、フィリピン
42.2％、マレーシア38.2％。ベトナムは
2012年の27.9％に比べれば上昇して
いるものの、昨年の34.2％とほぼ変わ
らず、足踏み状態となっている。
　加えて、部品や材料の調達先は地
場のベトナム企業とは限らない。内訳
を見ると地場企業は39.6％であり、日
系企業が46.9％と半分弱。「その他の
外資系企業」（13.5％）の約6割は台
湾系企業だ。
「日系メーカー
と連携して進出
した日系サプラ
イヤーも少なく
ないですし、実

際に大手日系製造業の進出が多い
北部のほうが日系企業への現調率が
57.1％と高く、南部は39.2％となって
います」
　この結果、ベトナム企業からの現調
率は全体で13 .1％しかなく、北部で
9.9％、南部で15.8％。その理由を滝
本氏は、JICA（国際協力機構）が実
施している、ベトナム中小企業支援パ
イロット事業を例に説明する。
　これは「ベトナム国産業振興基盤
強化に係る情報収集・確認調査」の
一環として、金属加工やプラスチック
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